別記様式第１号













　



番　　　号　









年　月　日　

　　一般社団法人　全国農業改良普及支援協会
　　　会長　坂野　雅敏　様







所在地

事業実施者名  
代表者氏名

　　　　　　印 

平成　　年度国際水準ＧＡＰ認証取得拡大推進事業に係る事業実施計画の（変更）承認申請について

















　平成　　年度において、下記のとおり事業を実施したいので、国際水準ＧＡＰ認証取得拡大推進事業実施要領（平成２８年１２月２２日付け２８全普協第２０９号）第６の１の規定に基づき、関係書類を添えて（変更）承認申請する。
記

１　事業の内容

　　別添１「事業実施計画書」のとおり

２　事業に要する経費及び負担区分

	事業の内容
	事業費
	負担区分
	備考

	
	
	国費
補助金
	その他

（　　）
	

	１ ＧＡＰ認証の取得

２ ＧＡＰ認証の取得に係る研修の受講

３ ＩＣＴを活用した情報システムの利用
４ 分析・調査の実施

５ 認証対応施設の改修資材の導入
	円


	円
	円
	

	合　　計
	
	
	
	


３　事業完了予定年月日

　　平成　　年　　月　　日

別記様式第２号




　



番　　　号　









年　月　日　

　　一般社団法人　全国農業改良普及支援協会
　　　会長　坂野　雅敏　様







所在地

事業実施者名  
代表者氏名

　　　　　　印 

平成　　年度国際水準ＧＡＰ認証取得拡大推進事業補助金交付申請書
  平成　年　月　日付け　　第　　号で計画承認があった事業実施計画内容のとおり事業を実施したいので、国際水準ＧＡＰ認証取得拡大推進事業実施要領（平成２８年１２月２２付け２８全普協第２０９号）第７の１の規定に基づき、下記のとおり補助金の交付を申請する。                        
記
	区　分
	補助事業に要する
経費
（A＋B）
	負担区分
	備　考

	
	
	国庫補助金
（A）
	その他
（B）
	

	１ＧＡＰ認証の取得
２ＧＡＰ認証の取得に係る研修の受講
３ＩＣＴを活用した情報システムの利用
４分析・調査の実施
５認証対応施設の改修資材の導入
	円

	円
　
	円

	


	合　計
	
	
	
	


事業完了予定年月日　　平成　　年　　月　　日
注：　備考欄には仕入に係る消費税等相当額について、これを減額した場合には「減額した金額」を、同税額がない場合は「該当なし」と、同税額が明らかでない場合には「含税額」とそれぞれ記入すること。
（記載要領）                                                                        
１　承認された計画書の事業内容から変更がある場合には、計画承認を受けた計画書の変更箇所を加筆修正した該当資料ページを添付して提出すること。                        
２　前記１により、計画承認の事業内容から変更して交付申請書を提出する場合は、本文中の「平成○年○月○日付け○○第○○号で計画承認があった事業実施計画内容のとおり事業を実施したいので」を「平成○年○月○日付け○○第○○号で計画承認通知があった事業実施計画の一部を関係資料のとおり変更し事業を実施したいので」とすること
別記様式第３号





　



番　　　号　









年　月　日　

　　一般社団法人　全国農業改良普及支援協会
　　　会長　坂野　雅敏　様







所在地

事業実施者名  
代表者氏名

　　　　　　印 

平成　　年度国際水準ＧＡＰ認証取得拡大推進事業実績報告兼補助金支払請求書
  平成　年　月　日付け　　　第　　号により補助金の交付決定通知のあった国際水準ＧＡＰ認証取得拡大推進事業について、当該通知の内容に従って実施したので、国際水準ＧＡＰ認証取得拡大推進事業実施要領（平成２８年１２月２２日付け２８全普協第２０９号）第９の１の規定に基づき、その実績を報告する。
  また、併せて下記のとおり補助金の支払を請求する。
記 
　国際水準ＧＡＰ認証取得拡大推進事業　　　　　　　　　　　円
	区　分
	補助事業に要した経費
（A＋B）
	負担区分
	備　考

	
	
	国庫補助金
（A）
	その他
（B）
	

	１　ＧＡＰ認証の取得
２　ＧＡＰ認証の取得に係る研修の受講
３　ＩＣＴを活用した情報システムの利用
４　分析・調査の実施
５　認証対応施設の改修資材の導入
	円
	円
	円
	

	合　計
	
	
	
	


注：　備考欄には仕入に係る消費税等相当額について、これを減額した場合には「減額した金額」を、同税額がない場合は「該当なし」と、同税額が明らかでない場合には「含税額」とそれぞれ記入すること。
（記載要領）
１　交付決定を受けた実施計画書（様式１別添１）のコピーに、変更箇所（実際に要した金額等）を加筆修正し添付すること。
２　報告の際には支払経費ごとの内訳を記載した帳簿等の写し、購入等の領収書の写し等を添付すること。

別記様式第４号                                                  




　



番　　　号　









年　月　日　

　　一般社団法人　全国農業改良普及支援協会
　　　会長　坂野　雅敏　様







所在地

事業実施者名  
代表者氏名

　　　　　　印 

平成　　年度国際水準ＧＡＰ認証取得拡大推進事業の仕入れに係る消費税相当額報告書
　平成　年　月　日付け　　第　　号により補助金の交付決定通知のあった国際水準ＧＡＰ認証取得拡大推進事業について、国際水準ＧＡＰ認証取得拡大推進事業実施要領（平成２８年１２月２２日付け２８全普協第２０９号）第９の３の規定に基づき、下記のとおり報告します。
記
１　平成　年　月　日付け　　第　　号による額の確定通知額　金　　　　　円

２　補助金の確定時に減額した仕入れに係る消費税等相当額  　金　　　　　円

３　消費税及び地方消費税の申告により確定した仕入れに係る消費税等相当額                                            金　　　　　円
４　補助金返還相当額（３－２）                             金　　　　　円
注： 記載内容の確認のため、以下の資料を添付すること。
なお、法人格を有しない組合等の場合はすべての構成員分を添付すること。
・消費税確定申告書の写し（税務署の収受印等のあるもの）
・付表２「課税売上割合・控除対象仕入税額等の計算表」の写し
・３の金額の積算内訳
・事業実施者が消費税法第６０条第４項に定める法人等である場合は、同項に規定する特定収入の割合を確認できる資料
５　当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額が明らかにならない場合、その状況を記載
　［　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　］
注：　消費税及び地方消費税の確定申告が完了していない場合にあっては、申告予定時期も記載すること。
６　当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額がない場合、その理由を記載
　［　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　］
注：　記載内容の確認のため、以下の資料を添付すること。
なお、事業実施者が法人格を有しない組合等の場合はすべての構成員分を添付すること。
・免税事業者の場合は、補助事業実施年度の前々年度に係る法人税（個人事業者の場合は所得税）確定申告書の写し（税務署の収受印等のあるもの）及び損益計算書等、売上高を確認できる資料
・簡易課税制度の適用を受ける事業者の場合は、補助事業実施年度における消費税確定申告書（簡易課税用）の写し（税務署の収受印等のあるもの）
・事業実施者等が消費税法第６０条第４項に定める法人等である場合は、同項に規定する特定収入の割合を確認できる資料
別記様式第５号












　



番　　　号　









年　月　日　

　　一般社団法人　全国農業改良普及支援協会
　　　会長　坂野　雅敏　様











　　所　　在　　地


会　　社　　名









　　代 表 者 氏 名

　　　　　　印 

平成　　年度国際水準ＧＡＰ認証取得拡大推進事業の実施状況報告について

















国際水準ＧＡＰ認証取得拡大推進事業実施要領（平成２８年１２月２２日付け２８全普協第２０９号）第１１の規定に基づきの規定に基づき、下記のとおり報告する。

記

	認証取得（更新）年月日
	

	認証番号
（GLOBALG.A.P.にあってはGLOBALG.A.P.ナンバー（GGN）、JGAPにあっては登録番号を記載）
	

	その他
	


（注）認証書の写しを添付すること。
